
　１．序

　自動車関連税制特集の中で本稿は自動車等の保有
に係る課税を扱う。
　租税負担配分の公平の観点から見ると、自動車等
の保有が課税するにふさわしい事象であるかについ
て、恐らく国民の間に見解の一致はないであろう。
効率性の観点（何らかの行動を促す政策的税制の設
計という観点）から見ると、自動車等の外部性に対

処するためには、燃料消費や道路利用に着目した自
動車等の運用に係る課税・課金が標準的な方策とし
て考えられ、保有課税は素直には導き難い。
　かように、公平・効率性の観点から保有課税の正
当化は容易でないが、保有課税が好ましい（社会厚
生を改善させる）といえる可能性があるかについて、
本稿で考察する。先に結論を述べると、事業用と消
費用（自動車税等では営業用と自家用）に区別した上
で、好ましい課税になる可能性があると筆者は考え
ている。
　本稿の構成は次の通り。第２章で、自動車税、軽
自動車税、自動車重量税を概観する。第３章で、他
国と比較する。第４章で、公平の観点から保有課税
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の正当化の余地を考察する。第５章で、効率性の観
点から保有課税の正当化の余地を考察する。

　２．自動車税、軽自動車税、自動車重量税の概要

　日本では、自動車の取得段階で
自動車取得税＊１が課せられるだけ
でなく、保有段階で自動車税（軽自
動車の場合は軽自動車税）が課せ
られる。資産保有段階で課せられ
る一般的な租税として固定資産税
があり、固定資産税は償却資産も
課税物件に含んでいるが、自動車
税が課される自動車は固定資産税
の課税物件から除外されている＊２。
　自動車税は地方税法145条以下
で規律されている。課税物件は自
動車（後掲の軽自動車等を除く）で
ある＊３。課税主体は都道府県であ
る＊４。納税義務者は自動車の所有
者である。標準税率＊５は147条で定
められており、同条１項一号が乗
用車、二号がトラック、三号がバ
ス、四号が山林の小型自動車とな
っている。さらに各号の中で営業
用と自家用に分けて税額が定めら
れており、自家用のほうが税負担
が重くなっている（Table 1）。 積雪
により運行できない地域に定置し
ている自動車については、一定割
合（30％が限度）が軽減される。自
動車税の賦課期日は４月１日とな
っているが＊６、賦課期日後に納税
義務が発生した者については発生
した月の翌月から月割で、反対に

賦課期日後に納税義務が消滅した者については消滅
した月までの月割で、自動車税が課されることとな
っている＊７。
　なお、いわゆるグリーン化税制として、電気自動
車等に対する税率の25％または50％の軽減、および
ディーゼル車等に対する税率の10％の重課がなされ
ている。
　自動車税にまつわる有名な裁判例として最判平成
22年７月６日判時2091号44頁判タ1331号68頁がある。
自動車の所有者が脅迫されて当該自動車を他人に引
き渡していたため所有者本人が当該自動車を使えな
い状態であっても、自動車税の減免要件である「天
災その他特別な事情」＊８には当たらないと判断され
たものである２、３）。しかし自動車にまつわる政策と
は深くかかわらないため紹介にとどめる。
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　＊１　地方税法113条以下。
　＊２　地方税法341条４号。
　＊３　地方税法145条。
　＊４　シャウプ勧告では市町村税とされていた。
　＊５　制限税率は標準税率の1.5倍。
　＊６　地方税法148条。
　＊７　地方税法150条１項・２項。
　＊８　地方税法162条。「○○その他の事由」という表現の場合、

「○○」は例示であり「その他の」は広く解釈される
（所得税法56条に関する最判平成16年11月２日判時1883
号、43頁等）一方で、「その他」は直前の「天災」と並
列関係にあるため広くは解釈されない。参考文献１）参
照。

Table 1　自動車税の税率表

自家用営業用区分

２９,５００円
３４,５００　
３９,５００　
４５,０００　
５１,０００　
５８,０００　
６６,５００　
７６,５００　
８８,０００　
１１１,０００　

７,５００円
８,５００　
９,５００　
１３,８００　
１５,７００　
１７,９００　
２０,５００　
２３,６００　
２７,２００　
４０,７００　

総排気量　１,０００cc以下
　　　　　１,０００cc超  １,５００cc以下
　　　　　１,５００cc超  ２,０００cc以下
　　　　　２,０００cc超  ２,５００cc以下
　　　　　２,５００cc超  ３,０００cc以下
　　　　　３,０００cc超  ３,５００cc以下
　　　　　３,５００cc超  ４,０００cc以下
　　　　　４,０００cc超  ４,５００cc以下
　　　　　４,５００cc超  ６,０００cc以下
　　　　　６,０００cc超

乗
用
車

８,０００円
１１,５００　
１６,０００　
２０,５００　
２５,５００　
３０,０００　
３５,０００　
４０,５００　
６,３００　

６,５００円
９,０００　
１２,０００　
１５,０００　
１８,５００　
２２,０００　
２５,５００　
２９,５００　
４,７００　

最大積載量　１t以下
　　　　　　１t超  ２t以下
　　　　　　２t超  ３t以下
　　　　　　３t超  ４t以下
　　　　　　４t超  ５t以下
　　　　　　５t超  ６t以下
　　　　　　６t超  ７t以下
　　　　　　７t超  ８t以下
　　　　　　８t超（加算額）

ト
ラ
ッ
ク

貨
物
車

１０,２００円
２０,６００　

７,５００円
１５,１００　

小型
普通

け
ん
引
車

５,３００円
１０,２００　
５,１００　

３,９００円
７,５００　
３,８００　

小型
普通（最大積載量８t以下）
普通（最大積載量８t超加算額）

被
け
ん
引
車

５,２００円
６,３００　
８,０００　

３,７００円
４,７００　
６,３００　

貨客兼用加算額
　１,０００cc以下
　１,０００cc超  １,５００cc以下
　１,５００cc超

３３,０００円
４１,０００　
４９,０００　
５７,０００　
６５,５００　
７４,０００　
８３,０００　

一般乗合用以外
２６,５００円　
３２,０００　
３８,０００　
４４,０００　
５０,５００　
５７,０００　
６４,０００　

一般乗合用
１２,０００円
１４,５００　
１７,５００　
２０,０００　
２２,５００　
２５,５００　
２９,０００　

３０人以下 
３０人超  ４０人以下
４０人超  ５０人以下 
５０人超  ６０人以下 
６０人超  ７０人以下 
７０人超  ８０人以下
８０人超

バ
ス

６,０００円４,５００円三輪の小型自動車

出典）総務省自治税務局『地方税制関係資料』p.135、平成25年８月。



　軽自動車税は442条以下で
規律されている。課税物件は
原動機付自転車（排気量125cc
以下）、 軽自動車（排気量660cc
以下）、 小型特殊自動車、二
輪の小型自動車（以下、軽自
動車等）である＊９。課税主体
は市町村である＊１０。納税義
務者は軽自動車等の所有者で
ある。標準税率＊１１は444条で
定められており、一部、営業
用・自家用の区別があるもの
の、営業用・自家用で租税負
担の差は自動車税ほど大きく
ない（Table 2）。 自家用軽自動
車（660cc以下）の税額は7,200円
である一方、 排気量1,000cc以
下の自家用小型自動車の税額
が29,500円である。軽自動車と
小型自動車の燃費（軽自動車
は25km程、小型自動車はリッ
ター21km程）・サイズ・性能等
が大きく異なるわけでもなく、
またメーカー希望小売価格も
大きく異なるわけではない
（軽自動車は110万円前後、小型
自動車は120万円前後）という
事情から、現状の小型自動車
と軽自動車の租税負担格差が
正当化できるかについては議
論の余地がある（Table 3） ４） 。
軽自動車税の賦課期日は４月
１日となっているが＊１２、賦
課期日後に納税義務が発生し
た者については発生した月の
翌月から月割で、反対に賦課期日後に納税義務が消
滅した者については消滅した月までの月割で、自動
車税が課されることとなっている＊１３。
　自動車重量税は自動車重量税法＊１４で規律されて
いる。課税物件は検査自動車および届出軽自動車で
ある＊１５。税率は同法７条で規定されている。乗用
自動車については、自動車検査証の有効期間が３年
の場合に0.5トンごとに7,500円（１年当たり2,500円。 
車輌重量が1.8トンなら１年当たり１万円）、軽自動
車については7,500円（１年当たり2,500円）、二輪の

小型自動車については4,500円（１年当たり1,500円）、
乗用自動車でない自動車（トラックなど）については、
自動車検査証の有効期間が２年の場合に１トンご

Feb., 2014ＩＡＴＳＳ　Ｒｅｖｉｅｗ　Ｖｏｌ．３８，Ｎｏ．3 （　　）４９

車両・乗り物の保有課税−償却資産への固定資産税と自動車税 209

　＊９　地方税法442条。
　＊10　地方税法442条の２。
　＊11　制限税率は標準税率の1.5倍。
　＊12　地方税法445条。
　＊13　地方税法150条１項および２項。
　＊14　昭和46年５月31日法律第89号。
　＊15　同法２条２号および３号、ならびに３条。非課税自動車

については同法５条。

Table 3　軽自動車と小型自動車の比較

小型自動車
区分軽自動車

排気量１,００１〜１,５００㏄排気量 〜１,０００㏄

３４,５００２９,５００税額（円）
［乗用・自家用］７,２００

車種J車種I車種H車種G車種F車種車種E車種D車種C車種B車種A

１,１９８１,３３９９９６９９６９９６総排気量（cc）６５８６５８６５８６５８６５８

３,７８０３,９００３,６４０３,６４０３,８８５全長（㎜）３,３９５３,３９５３,３９５３,３９５３,３９５

１,６６５１,６９５１,６６５１,６６５１,６９５全幅（㎜）１,４７５１,４７５１,４７５１,４７５１,４７５

１,５１５１,５２５１,５３５１,５３５１,５００全高（㎜）１,６２０１,７５０１,６４０１,７８０１,５３０

２１.４２１.０２３.０２１.２２０.８燃費（km/ℓ）２９.０２５.０２５.６２４.２２４.２

９４０１,０２０９１０９１０９７０車両重量（kg）８１０９２０７５０９５０７５０

５５５５５乗車定員（人）４４４４４

１,０３６,０００１,２３０,０００１,１８０,０００１,１０５,０００１,２０５,０００メーカー希望
小売価格（円）１,０７０,０００１,２２０,０００１,０９９,３５０１,２６０,０００８６０,０００

出典）総務省自治税務局『地方税制関係資料』p.138、平成25年8月。

Table 2　軽自動車税の税率表

最近の年税額の推移
区　　　分

５４改正前５９改正前現行

６５０円７００円１,０００円（イ）総排気量５０㏄以下のもの、または定
格出力０.６kw以下のもの

　　（（ニ）に掲げるものを除く）

原動機付自転車
（１２５㏄以下）

１,０００円１,１００円１,２００円（ロ）二輪のもので
　　　総排気量５０㏄超９０㏄以下のもの、

または定格出力０.６kw超０.８kw以
下のもの

１,３００円１,４５０円１,６００ 円（ハ）二輪のもので
　　　総排気量９０㏄超のもの、または定

格出力０.８kw超のもの

−−２,５００円（ニ）三輪以上のもので
　　　総排気量２０㏄超のもの、または定格

出力０.２５kw超のもので一定のもの

２,０００円２,２００円２,４００円（イ）二輪のもの（側車付きのものを含む）
　　　（１２５㏄超２５０㏄以下）

軽自動車
（６６０㏄以下）
および
小型特殊自動車 ２,６００円２,８５０円３,１００円（ロ）三輪のもの

５,２００円５,２００円５,５００円
（ハ）四輪以上のもの
　　乗用のもの　　営業用

５,９００円６,５００円７,２００円　　　　　　　　　自家用
２,９００円２,９００円３,０００円　　貨物用のもの　営業用
３,３００円３,６５０円４,０００円　　　　　　　　　自家用

３,３００円３,６５０円４,０００円二輪の小型自動車（２５０㏄超）

出典）総務省自治税務局『地方税制関係資料』p.137、平成25年8月。

６０改正
で創設

（イ）に区分さ
れていた



とに5,000円（１年当たり2,500円。重量が2.3トンなら
１年当たり7,500円）となっている。
　検査自動車に係る自動車重量税の納税について、
自動車検査証の交付等を受ける者が、その自動車検
査証の交付等を受けるときまでに、印紙でもって国
土交通大臣若しくはその権限の委任を受けた地方運
輸局長、運輸監理部長若しくは運輸支局長または協
会に提出することとなっている＊１６。自動車重量税の
税収の３分の１（平成22年４月１日以後は当分の間
1000分の407）は、自動車重量譲与税として市町村（特
別区を含む）に譲与される。道路特定財源について
は本特集の吉岡氏の報告を参照されたい。

　自動車重量税は特別税率によって
重課されており、平成22年４月１日
以後若干軽くされたが、自家用乗用
自動車については１年当たり0.5ト
ンごとに5,000円、事業用自動車につ
いては１年当たり0.5トンごとに
2,700円となっている。貨物自動車
（トラック）、乗合自動車（バス）、検
査対象軽自動車、検査対象外二輪の
軽自動車、検査対象外二輪以外の軽
自動車、小型二輪自動車についても、
自家用と事業用とで租税負担に差が
設けられている（自家用のほうが重
課）。
　エコカー減税等５）では、燃費等の

基準を満たす電気自動車・ハイブリッド車について、
新車（新規検査）の租税負担を50％軽減〜免税とし、
２回目車検について50％軽減としている６）。また、
ASV減税、バリアフリー車両減税として、所定の
ブレーキ装置を備えた車両やバリアフリー設備を備
えた車両について、自動車重量税を50％軽減または
免税としている７）。本稿の対象外であるが自動車
取得税についてもエコカー減税・ASV減税・バリア
フリー車両減税が措置されている。自動車重量税は、
期間に応じて租税負担が発生するという点で保有課
税の側面も有するが、検査の際に納税するため、自
動車取得税に付随するものとして自動車利用者には
受け止められているかもしれない。

　３．日本の自動車関連諸税の租税負担は他国と
　　　比較して重いか

　JAF（日本自動車連盟）「2014年度 税制改正に関
する要望書」８）（Fig.1）は、日本の自動車取得・保有
に係る課税が過重であると述べ＊１７、自動車取得税・
自動車重量税の廃止を訴えている１０）。これに連な
る調査報告として、JAF「自動車税制に関するアン
ケート調査」＊１８があり、自動車関連諸税の負担感が
記されている。
　もっとも、自動車関連諸税の負担の軽重は第一義
的には自動車の負の外部性の内部化を果たしている
かという観点から検討されるべきであって＊１９、所得
税・法人税の負担の軽重が人材や工場等の誘致・海
外流出に与える影響と比べると、自動車関連諸税の
負担の国際比較の意義は薄い。
　また、仮に国際比較に意味があるとしても、自動
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　＊16　同法８条。届出軽自動車については同法９条。
　＊17　自動車取得税に相当する課税が極端に多い国としてデン

マークが挙げられる。車体価格DKK（デンマーク・クロ
ーネ）79,000までは車体価格の最大105％が、DKK 79,000
を超える部分の車体価格についてはその最大180％が、
課税される（ACEA Tax Guide 2012, at 71。参考文献９）
参照。ACEA＝Assoiation of European Automobile Man-
ufacturers：ヨーロッパ自動車工業会）当然付加価値税
も別途課される。ボルボのあるスウェーデンなどと異な
り、デンマーク国内に自動車産業がないという事情も、
影響しているのかもしれない。

　＊18　参考文献11）参照。もっとも、課税されている人に税金
を負担と感じるかどうかの調査をすることに政策論上意
味があるのか、負担と感じないと答えるインセンティヴ
があるのか、といった疑問は湧く。

　＊19　第二義的に、租税負担配分の公平の問題として、自動車
関連諸税負担の軽重を、他の財の租税負担との比較で考
えることもあろうが、やはり国際比較には直結しない。

　＊20　参考文献13）では平成22年度自動車関連諸税収合計を6兆
5,122億円と集計しており、そこに付加価値税収は加え
られていないが、Table 4、参考文献14）と合わせるため
付加価値税収を加算したとしても、2010年GDP（437兆
円）に対し２％を超えないと見込まれる。
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Fig. 1　車体（取得・保有）課税の国際比較



車関連諸税の負担の対GDP比で見ると、日本の租税
負担が突出して重いとは評価しにくい。
　Table 4によれば、自動車関連諸税合計の租税負担
（付加価値税含む）は、イギリスで440億ポンド、ド
イツで1,063億ユーロ、フランスで771億ユーロであ
る。09年のGDPは、イギリスでは13,959億ポンド、
ドイツでは24,091億ユーロ、フランスでは19,071億
ユーロ１２）である。単純に割り算すると、自動車関
連諸税収の対GDP比は、イギリスで3.15％、ドイツ
で4.41％、フランスで4.04％と計算される。日本の自
動車関連諸税の租税負担＊２０の対GDP比が少なくと
も欧州各国と比べて際立って高いと評価することは
難しい。

　４．公平の観点：自動車保有は担税力の指標か

　租税の公平については、とりあえず包括的所得概
念１５）に従って資産保有者に負担を課す（資産の再分
配）ことが公平にかない、再分配課税が好ましい（社
会全体の資産が増えなくとも社会厚生関数において
改善がもたらされる）という考え方をここでは前提
とする。公平の観点からは、自動車保有に係る租税

Feb., 2014ＩＡＴＳＳ　Ｒｅｖｉｅｗ　Ｖｏｌ．３８，Ｎｏ．3 （　　）５１

車両・乗り物の保有課税−償却資産への固定資産税と自動車税 211

　＊21　オランダ所得税制のBox 3については参考文献16）、帰
属家賃については参考文献17）を参照。

　　　　効率性の観点から、利子に課税することを批判すると
すると、利子相当の帰属所得への課税の正当化の余地が
あるかも微妙である。近年は効率性の観点のみならず公
平の観点からも利子に課税する包括的所得概念は正当化
しがたいという議論が有力である（参考文献18）、紹介と
して参考文献19））。ただし、理想論としてはともかく、
現実的処方箋としては経済学者の中にも利子課税を正当
化する論者がいる（参考文献20）等）。私個人としては包
括的所得概念が理想と考えていないが、参考文献21）、
22）に譲る。本稿では理想論を離れ利子課税がある現状
を前提とする。

　　　　なお、Haig-Simonsの理想としては、金銭の時間的価
値に課税することに主眼があったのではなく、資産の一
極集中を緩和すること（資産の再配分）に主眼があり、市
場における支配力を削ぐことが重要なのであって、市場
を経ない帰属所得に課税することはHaig-Simonsの理念
からは導かれないと論ずる論者がいる（未定稿なので引
用には適さないが、参考文献23））。包括的所得概念は、
所得＝消費＋純資産増加と定義されるものの、この定義
がその後の学界で広まりすぎてしまい、Haig-Simonsの
意図から外れていってしまったということはあるかもし
れない（参考文献24））。しかし、利子に課税する一方で
帰属所得に課税しないという体系を採用すると、不公平
が生ずることは否定し難いし、率直に言ってHaig-
Simonsのもともとの意図がどうであったかは、今のわ
れわれにとってはどうでもいいことであろう。

Table 4　欧州各国の自動車関連諸税収

UK 
£bn 
２００９

SE 
SEKbn
２０１０

FL 
€bn 
２００９

PT 
€bn 
２０１０

NL 
€bn 
２００９

IT 
€bn 
２００９

IE 
€bn 
２０１０

GR
€bn 
２００９

FR
€bn 
２００９

ES
€bn 
２００９

DE 
€bn 
２００９

DK 
DKKbn
２００９

BE 
€bn 
２００８

AT
€bn 
２００９

Purchase or transfer

１２.５０１８.５００１.２６２２.２４７１.２８７１８.５５００.１２０N.A.１３.６０４３.８２３２６.４４０N.A.３.０５４２.２００
１.VAT on vehicles, 
servicing/repair parts, 
tyres

０.５５２０.５７６７.６０１２.２５７１９.１００１.４３１New vehicle sales

０.０９６０.５６６０.０２７１.９０００.０８１Second-hand vehicle 
sales

０.７３５５.４３７４.１００１.６３７Services and repair+tyres

-１.５３８１.３４００.９０５Accessories and spare 
parts

２５.８９５０.５００３.２０７１.９３８７.３４４３３.９０９２.６０４３.２９３３２.２６１１７.０４６３９.９３１１５.０００６.０７３５.０２７２.Fuels & Lubricants

０.８１６０.７９７２.１５０１.１７５０.７０２０.４７３１.９１９０.７２４１２.００１０.３５８０.４３０３.Sales & registration 
taxes

５.６３１２.７０００.６３９０.３６０３.３４１６.５１０１.０２６１.０４５１.２７０２.７０６８.５５０９.８２７１.４０１１.５７５Annual ownership taxes

０.２４１-０.１１００.０１００.００７Driving license fees

３.１０００.２６７４.０９５３.９３４０.６９９３.６１０１.８５５０.４６２０.３２０Insurance taxes

１.２６０９.３５００.４２８１.３５６Tolls

０.０７４-０.４９２０.０９３Customs duties

６.５０００.９６８０.８１９４.６５００.０４０１.２０１０.３６２０.７８００.５８９０.５９３Other taxes

４４.０２０９１.３００６.１９１６.３８４１６.５６５７０.１４９４.６３２５.４２７７７.１４３２９.２９２１０６.２７３３９.１１１１６.０９１１１.５０１TOTAL

４８.８１０.３６.２６.８１６.６７０.１４.６５.４７７.１２９.３１０６.３５.２１６.１１１.５EURO

GRAND TOTAL=€４１４.３BN

注）ACEA Tax Guideについては総務省より教示を受けた。2012年版（参考文献９））もあるが、GDP比を見るため2011年版に依拠した。
出典）ACEA Tax Guide 2011, at 9。参考文献14） 。



は固定資産税の代替として正当化の余地がある。固
定資産税の正当化理由としては、利子相当の帰属所
得への課税が考えられる。利子（金銭の時間的価値）
に課税する包括的所得概念を前提とすれば、住宅等
に投資した後そこから生まれる利子相当の帰属所得
にも課税することが、その他の投資収益課税との対
比で、公平の観点から正当化できる＊２１。
　固定資産税の課税対象に限らず耐久消費財は利子
相当の帰属所得をもたらすため、自動車保有につい
ても課税が公平の観点から正当化できる。もっとも、
例えば200万円の自家用乗用車を購入して、自動車税・
自動車重量税合わせて１年当たり４〜５万円程の負
担が発生することが、自動車の帰属所得に対する課
税の代替として正当化できるかは、かなり苦しい。
最判平成22年７月６日民集64巻５号1,277頁の事案か
ら利子率が2.54％であると想定すると（10年間230万
円ずつ受け取る代わりに2,059万8,800円の一時払を
受ける選択肢もあったことから、2.54％と計算され
る＊２２）、毎年22万8,990円の定額給付を10回もたら
す債権の割引現在価値が約200万円であり＊２３、その
10年間の利子相当の運用益単純合計が28万9,900円程
である。自動車と定額給付金債権の違いを無視して
いるという憾みはあるものの、１年当たり22万8,990
円の消費便益を10年間もたらす自動車の割引現在価
値が200万円（これは課税後の所得から支払われる）
であり、10年間の利子相当の帰属所得は１年当たり
平均３万円に満たないのではないかと考えられる。

国税・住民税の所得税率33％の納税者（年の所得が
695万円以上という高額所得者）を想定しても、保有
課税として１万円の租税負担が正当化できるかどう
か、ということになろうか。
　営業用自動車については、自動車保有に係る便益
が事業所得課税・法人所得課税の文脈で課税されれ
ば足り、公平の観点から自動車保有に係る課税が軽
いことは正当化しやすいであろう。
　小括すると、公平の観点から自動車保有課税を正
当化する余地は理論的にはあるものの、租税負担の
一部しか正当化できないと考えられる。効率性の観
点からの正当化の余地も考察しなければならないと
推測される。

　５．効率性の観点：自動車保有に税で負の誘因を
設けるべきか

　効率性の観点からの自動車関連諸税についての標
準的な正当化理由は、自動車の負の外部性を内部化
するという考え方であろう。そして、燃料課税・道
路課金等の運用段階の租税負担を十分に重くすれば、
負の外部性を内部化できるはずだという議論は説得
力がある。温室効果ガス等の外部性については燃料
消費に負の誘因を与えれば良いし、自動車の重量が
環境に負荷を与えるという点についても燃料課税を
通じて間接的に外部性を内部化すれば良いし、混雑
等の外部性についても道路課金で対応できるかもし
れない２５） 。
　自動車の保有課税のみならず運用段階の課税・課
金の負担もトータルで勘案して、人は自動車を利用
するかどうか意思決定するところ、保有課税は、外
部性を内部化するための装置としては必要でない、
という考えが出てきても不思議ではない。運用段階
課税・課金を重くすることだけで負の外部性の内部
化を図ると、一つの段階で重い税が課されることに
なるので、保有に係る税と運用に係る税を組み合わ
せることで、各段階の租税負担を減らし、租税回避・
脱税等＊２４の誘因を阻害するという説明（tax mixの
考え方）が別途考えられるかもしれないが、やや苦
しい言い訳であろう。
　一つの説明の可能性として、自動車保有の負の外
部性として考えられるのは、電車・バス等の公共交
通機関の整備を遅らせることであろうか。東京23区
内は別論として、自動車保有が広まると電車・バス
等の採算が落ち、公共交通機関の利便性が下がるの
で、ますます自動車保有が広まるという循環が考え
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　＊22
　　　　　　 

　＊23　
　　　　　　 
　＊24　参考文献26）、27）などを参照。
　＊25　なお、土地の有効利用の観点から自動車保有に負の誘因

を課す、という考え方には賛同しがたい。既に土地に固
定資産税が課せられているためである。

　＊26　参考文献28）より抜粋。「より主観的な別の合理性の定
義を取りたいと思います。この定義によれば、ある行動
様式がある人にとって合理的であるとは、この人がたと
え自分の行動を分析されたとしてもその結果を心地よい
ものと感じ、困惑することがないような場合を言いま
す。」

　＊27　私が立教大学に着任するより前の話であるが、いわゆる
バブルの頃の休暇シーズンには、立教生保有と思しき自
動車が大学前の通りにズラリと並んでいたそうである。
見栄等の効用があるとも考えられるが、近年の若者の自
動車離れは、単に若者の金銭的ゆとりがないというにと
どまらず、若者の費用便益分析の結果であるかもしれな
い。
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られる。この循環は、自動車を利用しにくい人々
（高齢者だったり児童・生徒だったり）に不便を強い
る。また、自動車保有が広まることで、いわゆるコ
ンパクトシティ化が進められないとうことも、社会
厚生の悪化につながり得る。運用段階課税・課金は
公共交通機関にも賦課するとして、別途、保有に負
の誘因を個人に課すことの正当化の余地は考えられ
る＊２５。
　二つ目の説明の可能性として、人々が自己での保
有による便益を過大評価する傾向があるとするなら
ば、自動車保有は、公共交通機関やタクシーやカー
シェアリング等の代替案と比較し、非合理的＊２６であ
るかもしれない（外部性というよりはパターナリズ
ムの説明となる）。特に東京23区内等では代替的選
択肢が充実している。強制されない環境下で自動車
を保有しているならば、その人にとって非合理であ
るはずがないという議論も考えられるが、例えばフ
ェラーリのような高級自動車を愛玩する者にとって
の効用は否定しがたいであろう一方、冷静な費用便
益分析によれば各人の（あるいは各家庭の）自動車保
有よりも代替的選択肢の方が各人の効用が増すとい
うことがあるのであれば、自動車保有は効率性の観
点から非合理と評価する余地が生まれる＊２７。ただ
し、仮にかようなパターナリズムに正当化の余地が
あるとしても、保有段階課税ではなく情報提供をす
れば済む話であるという批判には抗いがたい。頻繁
に自動車を運転する人は自動車保有がその人にとっ
て非合理的な選択ではないということになる可能性
が高いが、運用段階課税・課金の負担が外部性と比
べて低いと考えられていることを前提とすると、保
有課税が運用段階軽課によって相殺される（多く運
用する者は補助金を得ている）といったtax mix論が
考えられようか。なお、営業車は事業の観点から冷
静な費用便益分析の結果としてなされるであろうこ
とからすると、営業車と自家用車の租税負担格差は、
効率性の観点から支持できよう。
　小括すると、効率性の観点から、運用段階課税・
課金の設計だけで社会厚生を改善させる（保有課税
は廃止すべきである）という議論の説得力はそれな
りにあるものの、保有課税による社会厚生の改善の
余地が（やや強引であることは否めないが）考えられ
ないではない。
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